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１Ｅ０４ 

一気通貫型イノベーション 

（国プロ・産学連携による植物バイオポリマーの創生） 

 
○中澤慶久・鈴木伸昭・武野真也（大阪大/日立造船）・奈良敬（大阪大）・後藤芳一（東京大） 

 
１．はじめに 

大阪大学 Hitz（バイオ）協働研究所では当学の産学連携方針である「Industry on Campus」のもと、国

プロを活用した産学連携による植物バイオポリマーの基礎研究から応用開発。更には市場に投入までの

マーケティング戦略の立案と実行を行っている。本報告は平成 24 年度以降１）の活動事例を紹介し、大

阪大学「共同研究講座・協働研究所」制度がもたらした一気通貫型イノベーション成果を報告する。 

 

２．一気通貫イノベーション事例 

平成 26 年 6 月 24 日に閣議決定され

た「科学技術イノベーション総合戦略

2014 について」２）、科学技術イノベー

ション政策を推進する上での６原則の

２つに「川上から川下までの研究開発段

階をカバーした一気通貫の政策とする

こと」「担い手の役割分担を明示しつつ、

産学官が連携すること」とある。 

当該協働研究所（大阪大学/日立造船）

では、国家プロジェクト（NEDO,JST,農水

省）と産学官連携を効果的に活用したイ

ノベーションを図１のとおり取り組ん

でいる。①川上にあたる研究として、

NEDO による 2 つの基盤プロジェクトが

該当しており、ここでは遺伝子研究や分

析評価法の開発（大阪大/日立造船）を

行い、川中・川下に繋がる基礎技術力を

構築した。②川中では、①をもとに NEDO

助成事業（ODA）とした国内および海外

で FS 事業を行いその成果から企業（日

立造船）に事業化の判断材料を提供し事

業化への投資に至った。更に、②の延長

として農水省によるカントリーリスク

対策や国内林業バイオマス産業化開発

（大阪大→再委託）を継続している。③

川下は、出口商品開発に向けた NEDO 事

業によるプロセス開発である。図２に示

すプラットフォーム型の開発により、再

委託企業との連携開発拠点を協働研究

所が提供し、効果的なもの作りを実現し

ている。更に、NEDO外部評価を通じた縛

りによって、国プロとしての PDCA 評価

を受けることにより効果的な開発に結

び付けている。更に、JST産学共同実用

化開発によって、事業化を目的とした実

用化精製装置開発を進めている。 

ると言えよう。 
アプローチとしては、社会システムの中で当該

技術の影響するサブシステムをモデル化するこ

とが、本稿で紹介した著者らの研究分野における

有効な手段であった。また、モデルが扱う次元と

しては、貨幣価値による分析では意図しない影響

因子（投機、景気変動、政情不安等）を考慮に入

れなければならず、個別技術との関係性において

誤差項の影響が大きくなり、モデルの中での個別

技術の位置づけが明瞭になりにくいと考えられ

る。そのため、本稿で紹介したような。物理量に

よって分析するモデル化を用い、個別技術とシス

テム全体の定量的関係性を記述することが望ま

しい。単純な例では、100 万円の鉄鋼材であって

も、高張力と鉄筋棒鋼では技術的にまったく異な

る特性であることが明らかであり、各用途での代

替性はないが、鉄鋼材という区分で貨幣価値によ

り評価すれば等価とみなされる。このような評価

の解像度は、詳細なほど良いがデータの入手可能

性から限界もある。そのバランスを考慮し評価モ

デルの枠組みを決定するためには、技術的知見が

必要である。 
さらに、モデル化の際の捨象する事象を判断す

る背景には技術に対する理解が必要であり、モデ

ルにおける現象間の関係性（数理的な関係）を判

断するには、システムに対する全体感を持ち合わ

せる必要がある。例えば、鉄鋼材リサイクルによ

る鉄鋼材中の銅の濃化モデルに意味はあっても、

アルミニウムの濃化モデルに意味はない。学理や

技術を知らなければ、同じように見えるが、熱力

学的な原則に従って、現行の製鋼プロセス技術の

基では、アルミニウムは酸化されやすくスラグに

分配され、鉄鋼材中にほとんど残らないためであ

る。 
このようなシステムをモデル化することによ

るシステム分析の研究の重要性の一方で、その分

析対象が社会的事象であることから、再現実験は

できず、検証データも十分でなく、時にはまだ起

きていない事象を分析することもある。このよう

なアプローチは、従来の科学的な手順からすれば、

不十分と捉えられる可能性もある。しかしながら、

従来の確実な検証を積み上げることだけでは、偶

発的な目覚ましい成果を待たなければ、社会の課

題が解決されない。効率良く研究成果とイノベー

ションにつなげるためには、本稿で紹介したよう

なアプローチを、様々な分野において実施すべき

であると考えられる。特に、環境問題等の社会全

体の（時間軸や空間軸が大きな）社会的要請にお

いては、本稿で提案したフェーズⅡの取組みがよ

り重要であろう。 
 

６．おわりに 
本稿では、研究活動とその社会的寄与との間の

ギャップを乗り越え、研究開発成果とイノベーシ

ョンを結びつけるための方法論として、成果発で

もなく社会的要請発でもない、それらの中間に”
飛び石”的なステップを創出することを提案し、フ

ェーズⅡと名付けた。 
本稿で紹介した分野以外であっても、フェーズ

Ⅱ研究によるシステム分析は、有効であると考え

られる。一方で、このような研究に対する評価な

らびに研究資金の援助等は、まだまだ低いと言わ

ざるを得ない。成果が直接イノベーションを起こ

す訳ではないものの、今後の戦略的イノベーショ

ンにとっては必須のインフラであると考えられ

る。その意義ならびに重要性を認識し、各分野に

おいても同様のフェーズⅡアプローチが普及す

ることを願っている。 
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１E０５ 

非上場創薬ベンチャーの価値創造に関する分析研究 

 
 

○櫻井 満也、柿原 浩明（京都大学）、仙石 慎太郎（東京工業大学） 

 
 
 
『日本再興戦略』において「ベンチャー・創業の加速化」が重要な課題の一つとして掲げられている。

高度の研究成果が求められる新薬開発を志向したベンチャー企業（創薬ベンチャー）は、長期間多額の

投資を必要とするものの、製品化に至る確率が極めて低いリスクの高い事業を展開している。今回、日

本の非上場創薬ベンチャーの価値創造の実態解明を目指し、事業起源と特許取得の関係、代表者と提携

実績および開発パイプラインの関係に関する分析結果を報告する。本研究成果は、アカデミアの研究成

果が創薬事業における「死の谷」を乗り越えイノベーションを実現してゆく上での実務的な基礎知見と

なることが期待される。 
 
1. はじめに 

2013 年 6 月、安倍政権は、「大胆な金融政策」

と「機動的な財政政策」に続く民間投資を喚起す

る成長戦略である『日本再興戦略』を発表した１）。

この戦略のアクションプランの一つである「戦略

市場創造プラン」では、健康長寿産業が戦略的分

野の一つに位置付けられた結果、医療分野の研究

開発の司令塔として、内閣官房に健康・医療戦略

室が設置され、2015 年 4 月に独立行政法人日本

医療研究開発機構が発足することになった２）。さ

らに、2014 年 6 月、改革に向けての 10 の挑戦と

題して『日本再興戦略』の改訂版が発表された３）。

残された 10 の重要な課題の一つに「ベンチャー・

創業の加速化」が掲げられ、この施策として、ベ

ンチャー企業と大企業のマッチングを促すため

の「ベンチャー創造協議会（仮称）」の創設が計

画され、創業に伴う生活の不安定化の懸念を解消

するための取り組みが実施された４）。 
株式会社ジャパンベンチャーリサーチは、日本

の非上場ベンチャー企業の資金調達状況５）や国内

投資対象ベンチャーファンドの動向６）を調査し、 

図１ 新規に設立されたファンド総額 
（出典：株式会社ジャパンベンチャーリサーチ６）） 

毎年発表している。2013 年は、安倍政権の経済

活性化策、いわゆるアベノミクスの影響もあり、

総額 1,942 億円（対前年約 6 倍）のベンチャー投

資ファンドが設立された（図１）。バイオ・医療・

ヘルスケア領域を投資対象とするファンドの総

額は、2008 年以降最大の 300 億円を超える規模

となった。 
このように政策誘導によるベンチャーの育成

を促進する環境下にあるものの、長期にわたる多

額の投資が必要となるリスクの高い医薬品開発

事業７）を展開している日本の非上場創薬ベンチャ

ーの経営実態は不明であった。我々は、公開情報

ならびに市販データベースを用い、日本のバイオ

ベンチャーを対象とする網羅的なデータベース

（Japanese Biotech Database (JaBit)）を構築し

ており８）、昨年の第 28回年次学術大会において、

非上場創薬ベンチャー48 社の経営実態を報告し

た９）。今回は、非上場創薬ベンチャーの価値創造

の実態解明を目指し、事業起源と特許取得の関係、

代表者と提携実績および開発パイプラインの関

係について分析を行った。 
 
2. 先行研究 
2.1. バイオベンチャー研究 

日本のバイオベンチャーを対象にした研究で

は、本庄・長岡らは、バイオインダストリー協会

（JBA）が行っている統計・動向調査結果を用い

て、代表者の交代に関して、決定要因や企業のパ

フォーマンスへの影響について報告している１０）。

この中で、代表者の交代と研究開発費の関係およ

びライセンス・アウトの関係を検証したものの、

いずれも代表者の交代の有無との間に統計的に

有意な違いを見出すことができなかった。 
Patzelt らは、ドイツのバイオベンチャー99 社

図３は、大阪大学 Hitz(バイオ)

協働研究所が進める一気通貫の産

学連携を示した。すなわち、植物バ

イオマスを使ったバイオポリマー

の生産には、原料を安定供給させ

るバイオマス基地および原料から

材料を取り出す生産システムが必

要であり、海外にその拠点を企業

資金で成立した。そして、用途開発

とマーケティングを進める組織と

して協働研究所が存在し一気通貫

の運営が可能となっている。これ

らのシステム運用こそがイノベー

ションに繋がる手段として効果的

であると判断している。そして、こ

の産学官連携イノベーションを成

就させるためには、様々な政策手

段を活用してきた事が決め手となって、一気通貫システムを機能的に運用できていると考察される。 

３．イノベーションの方法論としてどうか 

大阪大学 Hitz(バイオ)協働研究所で取り

組んでいる産学連携イノベーションにつ

いて、従来の産学連携との違いを図４に示

した。従来型の取り組みでは相互間の力関

係などにより、開発の主導権と責任を何処

が負うのか不明瞭であった。そのため、期

首の基盤領域の開発は大学を主体に進行

することが可能であったが、川中以降に移

行する段階に至っては、複雑な要素を取り

込んで産学連携を進行させることは困難

な状況となった。川中以降は大阪大学型産

学官連携の活用によって、相互間の力関係

を協働研究所という組織が吸収し緩衝材

となって開発を円滑に進められる様にな

り、更には、開発主導権の責任を企業が負

うことで、開発内容の分担と責任を明確に示すことが可能となった。このことにより、植物バイオポリ

マーによるイノベーション創生を加速することに繋がった。

４．おわりに 

 科学技術イノベーション政策（ここでは大阪大学での産学連携制度と設定）を推進する上での６原則

に照らし合わせて、大阪大学 Hitz（バイオ）協働研究所でのイノベーション活動の比較検証を行った。 

１）産学連携開発を企業側が主体となって、時間軸と目標を明確にした戦略実行が可能となった。 

２）NEDO、JST、農水省から全体計画を見据えた包括的な政策支援により強い継続性を維持している。 

３）川上から川下までの研究開発段階をカバーした一気通貫の開発を実践できている。 

４）大阪大学と日立造船の役割分担を明示した産学官連携として協働研究所を運用している。 

５）各種政策手段（国プロ）の成果を組み合わせることにより重層の開発が可能となった。 

６）各テーマの PDCA について、外部委員評価による予算と成果の評価・見直しを実行している。 
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